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GHGプロトコル・SBTiの改定を受けた「これまで」と「これから」

これまで これから

スコープ3
一次データ化

算定フローを確立するまで、SBTに
評価されるスコープ3対策ができな
かった

改定GHGプロトコルをベースに
中期的に算定フローを確立、一方で先
行したアクションはSBTに評価される

サプライヤー側
からのアロケー

ション

物量ベース、企業ベースなどの考え
方が混在し、プログラムによって解釈
が異なっていた

改定GHGプロトコルでは、スコープ
3にもマーケット基準が設定される
案が出されている。

一次データを用いた算定の取り組みも進めながら、
算定の完成を待たずにアクションを進めよう！
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GHGプロトコル・SBTi新基準(CNZS2.0)のスケジュール感

GHGプロトコル

SBTi
CNZS2.0

6月

公開

2月 2月

インベントリ改定
最終版？

2026年 2027年 2028年 2030年2029年

適用開始 適用必須

AMI*最終版？

*Action and Market Instruments

SBTiの企業ネット基準(CNZS)2.0が先行。GHGプロトコル改定は当初予定より遅れている。
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バリューチェーン連携に関する論点

GHGプロトコル改定 SBTi CNZS2.0

スコープ3算定についてのルール スコープ3目標設定・達成評価の方法

現状：フェーズ1の進捗アップデート(2026.3) 現状：スタンダード最終版を公表(2026.6)

論点（アップデートなので変更の可能性あり）：

• サプライヤー固有データ、活動データ、平均・支

出ベースデータなど、データタイプ別に開示

• 全社データの配分は、事業・製品が均質な企

業または事業単位に限定

• 投資先についてはスコープ1,2,3を対象に

• カテゴリ16(facilitated activity)を新設

• マーケット基準はフェーズ2で議論

新たな特徴（最終版）：

• スコープ3総量の一次データ化を待たずとも、低

炭素製品・ネットゼロ整合製品の購入比率な

どの「整合目標」の設定とそれによる達成評価

が可能に。

• 企業の影響が及ばないカテゴリについて、理由

を明記することで目標からの除外が可能に。
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GHGP スコープ3改定：データタイプ別の開示分類（2案）

案1 案2

対象への近さ・固有性による分類 データ源・算定方法による分類

算定値が、対象活動・製品を
どの程度直接的・具体的に表しているか

算定に使用したデータの入手元・算定方法で分類

計測または固有（Measured or Specific） : 
計測（Measured）： 排出量の直接計測、または活動・工程の物
理的計測に基づく算定
固有（Specific）： 固有の活動量データ × 固有の排出係数

その他: 活動量データ × その他の排出係数で算定
（例：購入重量 × 業界平均排出係数）

支出額ベース: 支出額 × 金額当たり排出係数で算定
（例：EEIO、支出ベース排出係数）

未分類: 企業が分類できない、または分類しない排出量

一次データを用いた計算:
一次活動量データ × 代表性のある排出係数
（物量・機能単位）

二次データを用いた計算 : 二次活動量データ、または代
表性のない排出係数を使用（物量・機能単位）

支出額ベース:支出額 × 金額当たり排出係数で算定
（例：EEIO、支出ベース排出係数）

未分類: 企業が分類できない、または分類しない排出量

固有/一次データについては物量・機能単位とする案となっている
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SBTi CNZS2.0: スコープ3に各種“整合目標”を導入

排出量目標 整合目標

総量 原単位
サプライ
ヤー/顧客

調達量比率 製品比率
廃棄段階
循環

排出量は依然重要だが、排出量に反映できないアクションも“評価対象”に
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CNZS2.0: スコープ3の目標設定

Category A

上流・下流の活動・取引先について、低炭素または
ネットゼロ整合の割合を高める目標。支出・売上・
取扱量・排出量に占める割合として計測。

セクター横断またはセクター別の経路に沿って、
スコープ3排出を総量または原単位ベースで、定め
られた残余排出水準まで削減する。

短期目標水準

排出量 
(tCO2e or 
tCO2e/t )

経路参照年 短期目標年
ネットゼロ

年

残余水準

基準年

イメージ図 整合比率% 
($, vol, tCO2e)

短期目標水準

短期目標年 ネットゼロ
年

経路参照年 基準年

イメージ図

排出量削減 整合目標

V2.0では、スコープ3排出への対応として、大きく2つの目標タイプが提示されている。

購入するコモディティ（例：鉄鋼、セメ
ント）または輸送のうち、低炭素または
ネットゼロに整合したものの割合を増加
させる

販売製品のうち、使用段階において低炭
素またはネットゼロに整合した製品の割
合を増加させる

循環型の廃棄・処理ソリューションを前
提に設計された製品の割合を増加させる

調達量比率の整合

使用段階製品量比率の整合

製品の廃棄段階の整合新

サプライヤー/顧客整合

新

新

一次サプライヤー／顧客のうち、移行
に取り組んでいる、またはネットゼロ
に整合している主体の割合を増加する

更新

≥95%

CNZS V2.0  |  Target Setting

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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スコープ3の目標設定
Scope 3目標：カテゴリーAは必須、カテゴリーBは任意

包括的な総量での削減目標を
設定

包括的なサプライヤー/顧客整
合目標

特定のカテゴリや活動に対す
る目標

上流カテゴリ 下流カテゴリ

ヘッドライン目標
企業は、カテゴリー別・活動別の目標を集約し、対外コミュニケーション用の単一目標として示すことができる。

排出削減
総量のみ

排出削減
総量または原単位

ティア1サプライヤー整合目標 ティア1サプライヤー整合目標

調達したコモディティや輸送の
整合比率目標

セクター固有の経路がないセクター固有の経路がある
排出削減

総量または原単位

ティア1顧客整合目標

製品使用整合
低炭素/ゼロ炭素整合の販売した製

品の割合の増加

製品の廃棄段階の整合

循環型の廃棄・処理を前提に設計さ
れた製品の割合を増加

企業は、以下のいずれか一つを全体アプローチとして選択する：

主要なカテゴリを対象とする
スコープ3物理的インベントリの5%以
上を占めるカテゴリー1〜14をすべて
対象化

除外を特定する（任意）

特定の排出源については除外が可能。ただ
し報告が求められる。

排出集約型活動(EIAs)の目標を設定 (任意)
企業は主要なEIAsについて目標を設定す
ることを推奨する

1

2

3

4 目標設定アプローチを選択

排出源、利用可能な脱炭素化手段、実
施可能性に最も適した目標手法を選択

Category ACNZS V2.0  |  Target Setting
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CNZS2.0: 低炭素鉄・ネットゼロ整合鉄の調達の場合

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” をもとに自然エネルギー財団作成

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.


活動レベル
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実施ヒエラルキーの導入

排出源を直接対象とし、その効果が物理的GHGイ
ンベントリに完全に反映される行動

活動プール

企業が調達元として利用する、または供給先として関与
する共有システム内の排出源を対象とする行動

セクターレベル

企業が事業活動や調達を行う市場・地域において、
排出源に働きかける行動

支援行動* 

将来の脱炭素化を可能にするため、構造的制約に対応
する行動

本基準では企業が脱炭素化の進展を支える行動として4つのレベルを定義している。企
業は間接的行動の前に、まずは排出源に最も近い行動を優先することが求められる。

*支援行動(enabling actions)は目標達成に向けた進捗としては算入されない。ただし、目標期間内に十分な脱炭素化が進まない場合には、将来の脱炭素化を可能にするベスト
プラクティスとして推奨される。

構造的な制約により、活
動レベルまたは活動プー
ルレベルでの対策が困難
な場合

目標期間内に十分な
脱炭素化を達成でき
ない場合

活動レベルで実施可能な
対策をすべて行ったうえ
で

CNZS V2.0  |  Target Implementation

スコープ1       

スコープ2       

スコープ3       

(企業の供給可能地域内の)
系統連系した新たな風力
発電とのPPA契約を行う

低炭素燃料や効率向上に
よって直接排出量を削減

企業が調達している地域
内ではないが、隣接する
地域の農家から、低炭素
肥料証書を購入する

参考事例

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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CNZS2.0: 共通の“実践(implementation)”ヒエラルキー

ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
ー

狭い範囲

広い範囲

活動レベル活動レベル
Activity-level

活動プールレベル
Activity pool-level

セクターレベル
Sector-level

支援行動
Enabling actions

実
践
と
し
て
評
価

実践ではないが
更新時に別枠で評価

物理的インベントリに反
映できるもの。

系統、供給圏、物流
ネットワークなど。企業が
定義するが、できるだけ
狭いものとするべき。

企業が事業活
動や調達を行う
市場・地域。

供給可能バウンダリ
内のPPA*/VPPAや
証書等の調達。

スコープ2の場合

自家発自家消費や
自営線で繋がった太
陽光など。

バウンダリを超え
た地域との
PPA*/VPPA、
証書購入など。

スコープ3の場合

サイト単位？

供給圏などより
広いバウンダリ
（企業？）

活動プールを超え
ているが、できるだけ
近い市場・地域
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サプライヤー/顧客の整合の場合

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.88-89

移行中 ネットゼロ整合

- ネットゼロ整合目標設定(SBTi並み)

- 売上の90%超が「移行」または「移行支援」

（分類の維持には進捗も求められる）

- S1,2,3排出がゼロ/残余水準

- 売上の90%以上が「ネットゼロ整合」

先進国

それ以外

移行中またはネットゼロ
整合の合計比率で目

標設定

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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SBTi CNZS2.0におけるこれまでの課題への対応

1.  スコープ3は整合(アライメント)目標が設定できるので、算
定方法が定まるまではまず、低炭素鉄などの調達を頑張る
ことで評価されるように。

2.  2050年までのネットゼロを達成することは目指しな
がらも、「目標」は5年先について設定するサイクルに
変更。(一部長期が必須な手法もある)

4. 先進国とそれ以外の国では異なる経路が提案
されています

5. スコープ1については、資産脱炭素化手法が導入さ
れました。カーボンバジェットまたはマイルストーンに
よって、直線ではない削減も認められます。

3. 5年のサイクルの最後には、何をどれだけ頑張っ
たかの報告と評価が導入されました。

1. スコープ3は一次データを使わない
と減らないけど、算定方法がまだ定
まらない…。

3. SBT設定して削減を頑張っているけど、設定
だけしている企業と評価が一緒なのは納得
できない…。

5. 莫大な投資がかかるので、計画し
て実施するまでに時間がかかります。
直線での削減なんて無理です…。

4. 国によっては全く低炭素電力がない国も
あります…。

2. ネットゼロ目標の設定は、まだ様々な
技術が不確実な中、なかなか経営陣に
納得してもらえない…。
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まとめ

• GHGプロトコルの改定（スコープ3）では、一次データ物量ベースを基本
とする方向で議論が進んでいる。一方で、スコープ3カテゴリ15には投資
先スコープ3を含むことが必須となる方向での議論も見受けられる。

• SBTi CNZS2.0では、GHGプロトコルの議論完了を待つのではなく「整
合目標」をより充実。“減らせる総量算定”を待たずにアクションを起こすこ
とが評価される仕組みが整備された。
• 個人的には、サプライヤー/顧客エンゲージメント目標も採用をお勧めしたい。

• SBTi CNZS2.0はいい脱炭素アクションをとっていると製品・サービスが
“売れる”世の中を実現するための仕組み。目標設定では差がつかなかっ
たが、実践で差がつく時代に。

• 一方でISSB/SSBJでもスコープ3の算定・開示は必要であり、一次デー
タ化に向けた努力をしながら、一方で算定の完成を待たずにアクション
を進めることが求められている。



Copyright© Renewable Energy Institute. All Rights Reserved.

参考資料
GHGプロトコルスコープ3関連
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GHGP S3改定アップデート資料：全社データの配分を単一生産物企業に限定の案

出典：GHG Protocol, “Scope 3 Standard Revisions Phase 1 Progress Update” (March, 2026) p.22-24をもとに作成

出典：GHG Protocol, “Corporate Value Chain (Scope 3) Accounting and Reporting Standard” (p.80)

単一生産物や共用部
の配分に限定

現行スコープ3基準

https://ghgprotocol.org/sites/default/files/2026-03/S3-Phase1ProgressUpdate-20260331.pdf
https://ghgprotocol.org/sites/default/files/2026-03/S3-Phase1ProgressUpdate-20260331.pdf
https://ghgprotocol.org/sites/default/files/2026-03/S3-Phase1ProgressUpdate-20260331.pdf
https://ghgprotocol.org/corporate-value-chain-scope-3-standard
https://ghgprotocol.org/corporate-value-chain-scope-3-standard
https://ghgprotocol.org/corporate-value-chain-scope-3-standard
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GHGP S3改定アップデート資料：投資先はスコープ1,2,3を対象に

現行スコープ3基準

フェーズ１進捗アップデート

投資先・プロジェクトのスコープ3は他の排出と比較して重大な場合、または”relevant”な場合は計上を推奨

投資先・資産のスコープ1,2,3について計上が必須。以下の金融手段・投資先に該当する場合は除外することが可能。
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GHGP S3改定アップデート資料：カテゴリ16

区分 対象となる活動 主な具体例 算定対象・考え方 開示案

16.1 保険・再保険・保険金支払い
保険契約や保険金支払いによって関
連する活動

保険、再保険、建物・車両等の修復
費、医療・生命保険、事業中断保
険

被保険者・被保険資産の排出、保
険金で購入・復旧した資産等の排出。
保険会社の投資はCategory 15

任意。報告時はPCAF Part C等を
参照

16.2 引受・証券発行 顧客の資金調達を組成・保証・引受
株式・社債の発行、IPO、融資等の
アレンジ

資金調達先のScope 1・2・3の一
部を取引額等により帰属。自ら投資
した分はCategory 15

任意。PCAF Part Bに準拠

16.3 その他の金融活動・サービス
投資や保有には該当しないが、金融
面から活動を支えるもの

投資助言*、預金、年金拠出、保険
料、寄付、デリバティブ、空売り、未実
行融資枠

原則、支援・促進された活動の
Scope 1・2・3。活動ごとに帰属方
法を設定

原則任意

16.4 ライセンス 権利を他社に利用させる活動
ブランド、商標、技術、ソフトウェア、
IPライセンス

ライセンスによって可能になったライセ
ンシーのScope 1・2・3

任意

16.5 燃料・エネルギーの流通
燃料・エネルギーを所有せず、輸送・
送配する活動

パイプライン、送電網、燃料輸送、貯
蔵・ターミナル

流通した燃料・エネルギーの上流排
出と下流の燃焼・使用排出。送配損
失はCategory 3等で別計上

必須

16.6 一部のコモディティ
自社で消費せず、保有・取引する現
物商品

金属、農産物、林産物等の現物取
引

対象商品の上流から下流までの排
出。自社使用分はCategory 1、
ETF等はCategory 15、デリバティ
ブは16.3

任意

16.7 暗号資産 暗号資産の購入、保有、売却
Bitcoin、Ethereum、NFT、各種
トークン

トークン生成および保存・管理インフ
ラの運転・冷却排出

任意

16.8 その他の促進活動
上記に入らない仲介・プラットフォーム
型活動

ブローカー、旅行予約、マーケットプレ
イス、決済システム等

仲介・促進された第三者活動のライ
フサイクル排出

任意

*非裁量の助言はカテゴリ16。裁量運用・managed investmentsはカテゴリ15
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バージョン2.0への移行は段階的に進められます

2026 2027 2028 2029

以前のバージョンのSBTi基準に基づいて
設定された目標は、引き続き有効です1

企業は、既存のスタンダード・基準に基
づき、引き続き目標設定を行うことがで
きますし、それが奨励されています。

Corporate Net-Zero Standard V1 による目標提出が可能

Corporate Near-Term Criteria V5 による目標提出が可能

2027年中は、企業はCorporate Net-
Zero StandardのV1またはV2のいず
れかを選択できます。

Corporate Net-Zero Standard V2は2027年から運用開始、2028年から必須化

¹ SBTiの目標審査を受けた企業は、5年ごとに目標を見直し、必要に応じて再審査を受ける必要があります。企業は任意で目標を更新することもできます。なお、目標を提出する際は、その時点で
有効なSBTi基準に沿っている必要があります。

SBTiは、新スタンダードの理解、導入、実行を進める企業を支援するため、補足ガイダンスや関連リソース
を引き続き提供していきます。

CNZS V2.0 
発表

CNZS V2.0 適用開始 
(目標審査スタート)

CNZS V2.0 
が必須に

想定される
タイムライン

V1

V5

V2

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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事業環境を踏まえた企業区分
基準では、企業を2つのカテゴリに分けています:カテゴリA と カテゴリBです。
基準を通じて、企業のカテゴリに応じて要件が適用されます。

Map of World Bank Classification by Income - updated July 1, 2025

A 純売上高
4億5,000万ユーロ以
上（約830億円以上）

常勤換算従業員数
（FTE）

1,000人以上

Scope 1・2排出量
10,000 tCO₂e以上

Full-time equivalents
 (FTEs) ≥ 1,000

       

B カテゴリAの基準を満たさないすべての企業

または、以下のうち少なく
とも2つを満たす場合

総資産
2,500万ユーロ
（約46億円）以上

純売上高
5,000万ユーロ
（約92億円）以上

常勤換算従業
員数（FTE）

250人以上

A

全ての国・地域

高所得国・地域

地域区分は、最終親会社の設立地の管轄区域に基づいて判断され、世界銀行の所得分類に
沿って分類されます。

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。

https://datatopics.worldbank.org/world-development-indicators/the-world-by-income-and-region.html
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短期目標
(5年目標)

長期目標
(遅くとも2050年までに残
余レベルに達する)

短期目標の手法によ
る

A A

ネットゼロ目標
(全ての企業にとって任意)

スコープ 1・2・3の短期・長期目標、およびネットゼロ目標年における残余
排出量の中立化が必要

A

スコープ 1

B

スコープ 2 スコープ 3

A B A

Required for Category A Optional for Category AA

B Required for Category B Optional for Category B

目標設定アプローチの精緻化
該当する場合、関連するすべての排出源に対して行動が向けられるよう、各スコープごとに個別の
目標設定が求められます。

A A

A

B

B

B

B

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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5年サイクルの最後の評価は“ベスト・エフォート”→みんなで改善！

企業はベスト・エフォート（最善努力）、つまり
全ての可能な脱炭素化の手段を実施し、実践の際
の障害を透明性高く開示する。

定期的な報告・開示は、透明性の向上と継続
的改善に貢献します

毎年の報告

企業の自社コミュニケーションチャネルを通じて、目標の進
捗状況および障壁を公表するもの。

サイクル完了時の評価
企業は目標の進捗についての詳細な情報をSBTi検証機関に提
出し、公式に評価を受ける。評価に応じて企業は該当する主
張をすることができる。

2.0の下で最初のサイクルを終えた後、新たな目標設定を行
う企業に適用される最低限の進捗基準は、今後公表される
SBTi Assurance Manualにおいて示される予定である。

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参
考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。

SBTiとの取り組みは、企業価値を高める

では、それは企業にとって何を意味するのでしょうか。

SBTiとの取り組みは、単に企業の信頼性を高めるだけ

でなく、事業そのものをより強くするものであるべきです。

SBTiは今後も、金融機関、顧客、規制当局から認め

られる「ゴールドスタンダード」であり続けます。それにより、

SBTiのネットワークに参加する企業は、資本へのアクセ

ス、顧客獲得、移行リスクの低減において、実質的な

優位性を得ることができます。

さらに、私たちは新たな価値も提供していきます。SBTi

のネットワーク全体で何が有効に機能しているのかに関

する実践的なデータ、企業間の学び合い、競争前段

階での協働、そして一社だけでは解決できない制度

的・構造的な障壁について政府と積極的に対話するこ

とです。

目指すところはシンプルです。SBTiの認定が、企業の

取締役会にとって「戦略的資産」と見なされるようにす

ることです。

出典：SBTi, Corporate Net-Zero Standard Version 2.0, p.3より仮訳
企業は影響の及ぶ範囲でベストを尽くし、あとはSBTiや仲間
と一緒に状況を改善していこう！という姿勢
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適格なネットゼロ経路に沿って、利用・契
約・マッチングされたLCEの割合を直線的に高
める。

スコープ2の排出総量を、適格なネットゼロ経路と
整合する所定の残余排出水準に向けて、直線的に
削減する。

短期目標の水準

排出量 
(tCO2e)

経路の
参照年

短期目標年
ネットゼロ

年

残余水準

基準年

イメージ図 LCEシェア 
(%)

短期目標の水準

短期目標年 ネットゼロ
年

経路の
参照年

基準年

イメージ図

A

企業には、以下が求められる：

1. 目標期間中に想定される電
力消費量の増加を推計する。

2. 電力消費量の年間増加率が
20%を超える場合、排出総
量削減目標を設定する。

V2.0では、必須の短期目標および任意の長期目標を設定するための2つのアプローチが導入されている¹.
スコープ2の目標設定

総量削減 低炭素電力(LCE)調達率整合

1. スコープ2の長期目標設定は、全企業にとって任意。
2. 2035年以降は、低炭素電力(LCE)は ≤ 0.024kg CO2/kWhと定義される。 

LCEは、直接GHG排出量が
0.048 kg CO₂/kWh以下の
個別発電設備から供給され
る電力として定義される。²

NEW

CNZS V2.0  |  Target Setting

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。



SBTiは、目標設定における時間
単位マッチングの位置づけや適用
方法について、今後さらに検討を

進める予定である。

68

電力での実践
バージョン2.0では電力の市場手段の使用についての新たな要件を導入

供給可能性

稼働年数の制限

時間的マッチング

市場手段は供給可能地域 ¹ 内に限られる

¹同期系統内において、接続された発電源が同じ系統内の電力需要に合理的に供給可能と考えられる地理的範囲を指す。

✓ バージョン2.0が発効する前に締結された
長期契約については除外

✓ 特定の場合(例えば、物理的送電やPPAの場合)に
ついては供給可能地域間も可能

目標申請時において稼働またはリパワリングから15年以内の発電機に限定。今後発効予定のガイダンスに
て、新規のLCEプロジェクトとのPPAの除外や地域ごとの選択肢について明示する予定。

属性(証書など)は12ヶ月以内のマッチング要件を満たす必要がある。1時間ごとのマッチングにつ
いての決められた閾値を満たした企業については任意の認定・評価を得ることができる。

カテゴリーA 企業は、年間10GWh超の電力使用を伴う重要な活動プールについて、Scope 2
電力消費量のうち時間単位でマッチングされた割合を算定・報告する必要がある。

A

CNZS V2.0  |  Target Implementation

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。



69

手法・指標・経路(MMPs)における先進国とそれ以外の調達経路の案

低炭素電力(LCE)調達目標

低炭素電力とは

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.68

2035年まで：直接CO₂排出原単位が0.048 kg CO₂/kWh以下
（CO₂回収率90％のCCSを備えた天然ガス・コンバインドサイクル発電を
反映）
2035年以降：同0.024 kg CO₂/kWh
(技術改善に伴い回収率が約95％に高まることを想定)

先進国

それ以外

先進国

それ以外

総排出量削減

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.74,75

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.69

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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スコープ1の目標設定

2050年までに残余排出水準に到達する
ペースで、絶対排出量を直線的に削減

利用可能な場合、セクター別のネットゼロ整
合経路に沿って排出原単位を削減1

参照経路1から導出されたカーボンバジェッ
トまたはマイルストーン・アプローチに基づ
く資産脱炭素化計画（ADP: Asset 
Decarbonization Plan）に沿って、排出総量
を削減する。

長期目標は任意

短期目標

排出量 (tCO2e)

経路の
参照年

短期目標年 ネットゼロ
年

残余水準

基準年

イメージ図

長期目標は必須2

短期目標

排出原単位
(tCO2e/output)

短期目標年
ネットゼロ
年

残余水準

経路の
参照年

基準年

イメージ図

1. コンサルテーションを経た「手法・指標・経路(Methods, Metrics, and Pathways, MMPs) 資料の最終版に沿う。
2.これらの短期手法を用いる場合、長期のスコープ1目標が必要となる。長期目標は、すべての排出を対象とし、総量または原
単位による削減手法を用い、遅くとも2050年までにネットゼロに整合する残余排出水準と一致していなければならない。

Scope 1については、高排出資産の脱炭素化に焦点を当てた新たな目標タイプが1つ追加されました。

総量削減

排出原単位2

資産脱炭素化2

イメージ図：排出総量目標 イメージ図：排出原単位目標

NEW
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本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?_gl=1*1am6153*_gcl_au*ODkwMzA4MDk2LjE3NzQ1NTA0MzE.*_ga*MTExMTI1MzgyNS4xNzc0NTUwNDMx*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODEyMDUxMjEkbzEwNiRnMSR0MTc4MTIwNTIxNiRqNDMkbDAkaDE1MDIxNzExNTE.
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資産脱炭素化

マイルストーンアプローチ カーボンバジェットアプローチ

資産ごとに以下のいずれか早い年に削減または操業終了
1) 資産の技術的寿命、
2) 参照経路に基づく移行マイルストーン
3) 企業のネットゼロ年

GHG排出総量

科学に基づく
マイルストーン

想定排出経路

ネットゼロ年最新年

GHG排出総量

これまでの排出量

想定排出経路

ネットゼロ年最新
年

参照
年

※資産ごとのデータが必要。ない場合はカーボンバジェットアプローチを使用すること。

参照経路によるカーボンバジェットを下回るように
資産ごとの移行タイムラインを設定
（長期目標必須）

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.47 出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.48

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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資産脱炭素化アプローチの事例：発電所を保有する企業

資産 基準年の
排出量
(tCO2e)

稼働終了予定年

石炭火力1 100,000 2028

石炭火力2 150,000 2028

石炭火力3 200,000 2028

石炭火力4 50,000 2037

ガス火力5 500,000 2043

ガス火力6 500,000 2043

大型事業用車両1 20 2031

大型事業用車両2 20 2033

大型事業用車両3 10 2040

資産レベルのデータ
がない他の全ての資
産

250 N/A

参照経路 アプローチ

発電 マイルストーン

輸送 カーボンバジェット

一般 カーボンバジェット

発電セクターのマイルストーン
＜石炭火力：先進国＞
- 未対策新設ストップ：2025年
- 対策または廃止：2030年
＜ガス火力：先進国＞
- 未対策新設ストップ：2025年
- 対策または廃止：2040年

2030

基準年の輸送セクターに占める割合：1%

輸送セクターのカーボンバジェットの1%分に
収まるように、移行計画を構築

直線で削減した場合のバジェットを計算

バジェットに収まる移行計画を構築
出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.56-58を元に作成

2040

注)MMPs内では例示と経路表に不整合があるため、ここでは発電資産の移行マイルストーン表に基づき、先進国の未対策石炭火力の対策・廃止年を2030年として整理。

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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資産脱炭素化アプローチの事例：製鉄所を保有する企業

資産 基準年の
排出量
(tCO2e)

稼働終了
予定年

資産
カテゴリ

高炉1 2,500,000 2033 一次製鉄

高炉2 2,000,000 2038 一次製鉄

高炉3 1,500,000 2045 一次製鉄

転炉1 800,000 2034 一次製鉄

コークス炉1 600,000 2033 一次製鉄

コークス炉2 600,000 2038 一次製鉄

構内大型車両
群

150,000 2028-2040 輸送

資産レベルの
データがない他
の全ての資産

50,000 N/A 一般

参照経路 アプローチ

一次
製鉄

マイルストーン

輸送
カーボン
バジェット

一般

一次製鉄セクターのマイルストーン
＜先進国＞
- 新設ストップ：2025年
- 対策または廃止：2040年
(CCS設置、グリーン水素還元、電
炉等)

基準年の輸送セクターに占める割合:0.017%

輸送セクターのカーボンバジェットの0.017%に
収まるように、移行計画を構築

直線で削減した場合のバジェットを計算

バジェットに収まる移行計画を構築

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.59-62を元に作成

カーボン
バジェット

2040

MMPsの例では、寿命・廃止時期が近い資産をクラスター化し、クラスター内の最も早い移行年に合わせる
整理が示されている。ただし、クラスター化の適用条件・基準については、今後確認が必要。

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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資産脱炭素化アプローチの事例：ホテルチェーン

資産 基準年の
排出量
(tCO2e)

改修/廃止
予定年

資産
カテゴリ

タワー1(ガスボイラー) 80,000 2028 建物

タワー2(ガスボイラー) 70,000 2032 建物

商業施設1(ガス暖房) 50,000 2035 建物

商業施設2(ガス暖房) 50,000 2040 建物

複合用途開発1 40,000 2045 建物

複合用途開発2 20,000 2048 建物

非常用軽油発電機 8,000 2027-2040 発電

資産レベルのデータがない
他の全ての資産

2,000 N/A 一般

参照経路 アプローチ

建物 マイルストーン

発電
カーボン
バジェット

一般

建物セクターのマイルストーン
＜先進国＞
- 対策なしの化石燃料暖房新

設停止：2030年
- 対策または廃止：2045年
(ヒートポンプ、地域熱供給などへ)

基準年の未対策化石発電に占める割
合:0.02%
バジェット8000tCO2eに収まる移行計
画を構築

直線で削減した場合のバジェットを計算

バジェットに収まる移行計画を構築

出典：SBTi, “METHODS, METRICS AND PATHWAYS (MMPs)” p.59-62を元に作成

カーボン
バジェット

2045 資産レベルのデータなし

https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
https://files.sciencebasedtargets.org/production/files/Corporate-Net-Zero-Standard-V2-Methods-Metrics-Pathways.pdf?dm=1781556334&_gl=1*1wrck8n*_gcl_au*MTYxNTk2MzkyNi4xNzc4NzQ3ODEz*_ga*MjEyODQ5NDEzMi4xNjgxMTAzNjMy*_ga_22VNHNTFT3*czE3ODIyODEyMDEkbzQzNCRnMCR0MTc4MjI4MTIwMSRqNjAkbDAkaDEyNTQ4NDcyNzE.
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SBTi CNZS2.0: それ以外の論点

• GHG Protocolで議論中の論点は、現時点で
は「報告」にとどめ、ルール確定後にSBTi側でも必
要に応じて反映される。

• 排出量の第三者検証はカテゴリA企業のみ基準
年について必須。（つまり5年に１回）

• 継続的排出への責任に対する認証プログラムにて、
カーボン・クレジットや適応・ロスダメへの資金への
流れも期待される。

• 技術中立性の原則を徹底。

• バイオマス等は、燃焼時排出だけでなく、原料・土
地関連の上流影響も報告対象。

SBTi経済圏に参加することで、
“いい脱炭素を実施すれば儲かる”ことが実現できる！



継続的排出に対する責任の枠組み
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この枠組みには、それぞれ独立しながら補完し合う3つのフェーズがあります。

CNZS V2 2035 2040 2045 20502030

継続的排出の一部を適格な方法や行動にて責
任を果たすことを選択肢した企業については、
SBTiの目標ダッシュボードにて認定 ¹ が表示
されることが可能となる

認定は以下の3つのレベル: 

任意の認定プログラムフェーズ1

2035年以降: 必須の責任要件フェーズ 2

カテゴリーA企業については、適格な炭素
除去への支援量を増やし、さらに、より長
期的に炭素を固定・貯留できる除去の割合
を徐々に高めていくことが求められる。 ネットゼロ目標年およびそれ

以降、すべての企業は、全ス
コープにわたる残余排出量の
100%を中立化することが求め
られる。
.

中立化フェーズ3

A

¹V2.0の下で設定された目標について、目標に対する十分な進捗を示していることを条件とする。

A

B

参画(ENGAGED)

先進(ADVANCED)
リーダー

(LEADERSHIP)

CNZS V2.0  |  Ongoing Emissions Responsibility

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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フェーズ 1 | 任意の認定プログラム

スコープ1,2,3合計の1% 
以上

合計の100%

スコープ1,2の100%か
つ合計の10%以上

B
スコープ1,2の100%か
つ合計の10%以上

A

A B

継続的排出のカバー範囲 適格アプローチ

A

参画

先進

リーダー

検証済み緩和量 (tCO2e) または貢
献予算。貢献予算については炭

素価格20米ドル/tCO2e以上必須

貢献予算については炭素価格
80$/tCO2e以上必須

対象とする排出量については、ま
ず検証済み緩和に資金を出し、そ
の後適格な気候行動に使う

検証済み緩和量（tCO₂e）または
貢献予算。貢献予算については

炭素価格20米ドル/tCO₂eを推奨 検証済み緩和アプローチ

貢献予算アプローチ

企業は、tCO₂e単位で測定される、
事後的(ex-post)に確認され、独立し
た第三者による保証を受けた成果を
提供する。

企業は、tCO₂e当たりの価格に基づ
き貢献予算を設定し、気候貢献に資
金を拠出する。

企業は3つのレベ
ルの認定を受ける
ことができる

CNZS V2.0  |  Ongoing Emissions Responsibility

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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2035年以降と中立化についての要件

2035年以降カテゴリーA企業に適用

スコープ1,2,3の継続的排出量の1%をカバー

継続的排出量の1%に相当する、事後検証済みの炭素除去
を支援／実施する

継続的排出量1%分の残りについては、短期型除去、長期
型除去、またはその混合にて対応

カバー範囲(つまり継続的排出量の1%)の10%について、長
寿命GHGを対象とした長期貯留型除去にてカバー

適用対象

必須のカバー範囲

適格な行動

永続性

ポートフォリオの

柔軟性

段階的強化
カバー範囲(継続的排出量に対する%)と長期型の比率の両
方について、ネットゼロ年に向けて直線的に上昇

2035年以降の要件 ネットゼロ年における中立化

ネットゼロ年に全企業に適用

残余排出量の100%をカバー

残余排出量の100%に相当する、事後的検証を受けた除去
を支援 ／実施する

残りの残余排出量については、 短期型除去、長期型除去、
またはその混合にて対応

長寿命GHGの残余排出量に対しては全て長期貯留型除去
にて対応

最終的状態の要件 – ネットゼロ年以降、残余排出水準を
維持し中立化する

SBTiは、長期的な炭素貯留
を信頼性をもって担保でき
る取り決めや仕組みをより
よく理解するため、根拠情
報の募集(call for evidence)
を実施する予定である。

CNZS V2.0  |  Ongoing Emissions Responsibility
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公表は今後も続きます
SBTiは、本基準で導入された主要な要素について、その内容を強化・拡充するため、今後もガイダンス
や補足資料の整備を進めます。

手法・指標・経路

(Methods, Metrics, and Pathways)

今後公表予定の資料 説明

SBTi対外主張ポリシー
(SBTi Claims Policy)

SBTi保証枠組み
(SBTi Assurance Framework) 

公表予定時期*

企業がSBTi基準に基づく自社目標について対外的な主張を行う際の
ルール、条件およびプロセスを定めるもの。これにより、すべてのコ
ミュニケーションが正確・一貫的で、信頼性と透明性を備えたものと
なるようにする。

相互運用性と第三者認定

SBTiが定める方針、プロセスおよび要件であり、SBTi基準におけ
る検証・評価プロセスに適用される基準が一貫して満たされるこ
とを確保することを目的とする。

バージョン2.0の目標設定手法を開発するのに用いた手法や経路の
詳細

2026年7月31日までコンサルテーション中

第三者ツールや認証フレームワークについて、正式な適格性および認
定に必要な技術的基準と原則を定める仕組み。

2027年初旬〜

2027年初旬〜

2026年Q4 〜

2026年Q4 
〜

*プロジェクトの公表時期は変更の可能性があります。

本資料は、SBTiが公表した資料をもとに、公益財団法人 自然エネルギー財団が日本語訳した参考訳です。内容の解釈に相違がある場合は、SBTiの英語版原資料が優先されます。
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